
(　　　　)

令和 年 月 日 〒 － （電話 ）

（あて先）

↑

次のとおり 異動 変更 したので届け出ます。

１

２

３

４

５

６ （変更）

７ 年 月 日

８

９ （登記）

年 月 日

10 月 日 ～ 月 日

連結親法人

連結子法人（連結親法人名 ）

開始 取消 変更

１ 連結親法人と連結子法人の事業年度が異なり、連結子法人が連結開始する

連結子法人が申告する１年未満の事業年度

年 月 日 ～ 年 月 日

２ 連結親法人が連結申請特例年度の適用を受けた

連結親法人の設立の日 年 月 日

３ 連結子法人となる法人が連結親法人事業年度の中途で加入する （変更）

（加入時期の特例 あり なし ） 加入日 年 月 日 年 月 日

４ 連結親法人と連結子法人の事業年度が異なり連結子法人が連結離脱する

連結子法人が申告する１年未満の事業年度 （登記）

年 月 日 ～ 年 月 日 年 月 日

５ 連結親法人が１００％子会社になった、または解散・合併により解散した

支配日・解散日 年 月 日

11 清算人（連絡先） （変更）

12 住所 年 月 日

13 氏名 （登記）

14 電話番号 年 月 日

事 務 所 等 閉 鎖

清 算 結 了

該当項目に○

該当する場合
は番号に○印
をし必要事項
を記入してく
ださい。

１、２、３、
４は子法人の
み、５は親子
両法人が対象
となっていま
す。

解 散

休 業

事務所等の所在地

代 表 者

合 併 ・ 分 割

そ の 他

事 業 年 度

事 業 種 目

本 店 所 在 地

資 本 金 等 の 額

連 結 事 業 年 度

変　　　更　　　後

及 び 電 話 番 号

本 店 所 在 地

）

発　信　年　月　日

通信日付印 確認印
納税者番号

法 人 番 号

（ふりがな）

法　人　名

（ふりがな）
提
出
　
・
　
控

控
え
が
必
要
で
あ
る
場
合
は
用
紙
を
複
写
し
、
「

控
」

欄
を
○
で
囲
ん
で
く
だ
さ
い
。

法 人 異 動 変 更 届 出 書

変　　　更　　　前 異動・変更年月日

名 称

届 出 事 項

代表者職氏名

鹿 角 市 長

関 与 税 理 士
署 名

（注）裏面の添付書類を、添付して提出してください。

（電話番号

受付印



(　　　　)

１　様式

届出の際には「１部」提出してください（控えが必要な場合は必要通数を追加してください）。

２　提出先

〒０１８－５２９２

秋田県鹿角市花輪字荒田４番地１　　鹿角市市民部税務課　課税班

ＴＥＬ０１８６－３０－０２１３

３　添付書類

次の表を参照して、必要な書類を添付してください。

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

４　その他

（１） 特定信託の受託者である信託業を行う法人が提出する場合にあっては「法人名」の欄には特定信託の名称を

併記してください。

（２） 「９　その他（　）」の（　）内に、具体的な項目名を記入してご使用ください。

届出事項

「法人異動変更届出書」の提出に当たってのお願い

添付書類

名称（本店商号を変更した場合、又は組織を変更した場合） 登記簿謄本（写）

本店所在地（本店所在地を変更した場合） 登記簿謄本（写）

鹿角市内の事務所等の所在地（本店でない鹿角市内の事務所等の所在地

代表者（代表者を変更した場合）

事業年度（決算期を変更した場合）

を変更した場合）

休業（事業活動を一時中断する場合、事業活動に従事するものがいなく

事務所等閉鎖

※再開した場合は新たに「法人設立・設置届出書」を提出してください。

事業種目（目的を変更した場合）

資本金等の額（資本金、資本積立金等を変更した場合）

合併・分割（合併又は分割した場合）

その他

　「法人設立・設置届出書」も提出してください。

登記簿謄本（写）

資料

　記入してください。

出書」及び添付書類）

　書（写）

※合併法人又は分割継承法人が、鹿角市に登録が必要となる場合は、

参考となる資料があるときはその

登記簿謄本（写）清算結了（解散後清算結了した場合）

資料

※分割の場合は

（必要に応じ「法人設立・設置届

※届出事項が他にもある場合は、その番号にも○を付け、必要事項を

参考となる資料があるときはその

資料

　分割計画書（写）又は分割契約

登記簿謄本（写）

定款等（写）

登記簿謄本（写）

登記簿謄本（写）

※合併の場合は

　合併契約書（写）

なった場合) 資料

参考となる資料があるときはその

連結事業年度（連結納税の承認・承認取り消し等があった場合） 参考となる資料があるときはその

資料

登記簿謄本（写）

参考となる資料があるときはその

解散（法人を解散した場合）


